
（円）

交付金充当
経費（Ｂ）

国庫補助額
（Ｃ）

一般財源等
（Ｄ）

1
物価高騰対応重点支援給付金事業（国R5補正分　重
点交付金分）【物価高騰対策給付金】

60,124,604 60,124,604 0 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
   所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯向け給付（7万円）及び給付に係る事務費
③R5年度分の住民税非課税世帯（834世帯）

R6.1.4 R6.8.15

物価高の影響によるエネルギー・食料品価格等
の高騰による経済的負担感の大きい低所得者世
帯に対し、給付を実施したことにより、経済的負担
の軽減につながった。

2
物価高騰対応重点支援給付金事業（住民税均等割
のみ課税世帯）（国R5予備分　重点交付金分）【物価
高騰対策給付金】

20,500,000 20,500,000 0 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
   所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯向け給付（10万円）
③R5年度住民税均等割のみ課税世帯（205世帯）

R6.3.1 R6.6.5

物価高の影響によるエネルギー・食料品価格等
の高騰による経済的負担感の大きい低所得者世
帯に対し、給付を実施したことにより、経済的負担
の軽減につながった。

3
物価高騰対応重点支援給付金事業（こども加算）（国
R5予備分　重点交付金分）【物価高騰対策給付金】

2,950,000 2,950,000 0 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
   所得の方々の生活を維持する。
②こどもがいる低所得世帯への加算給付（5万円）
③こどものいるR5・6年度住民税非課税世帯およびR5・6
   年度住民税均等割のみ課税世帯（こども59人）

R6.3.1 R6.7.31

物価高の影響によるエネルギー・食料品価格等
の高騰による経済的負担感の大きいこどもがいる
低所得者世帯に対し、加算給付を実施したことに
より、経済的負担の軽減につながった。

4
物価高騰対応重点支援給付金事業（新規非課税世
帯）（国R5予備分　重点交付金分）【物価高騰対策給
付金】

11,600,000 11,600,000 0 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
   所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯向け給付（10万円）
③新規非課税世帯（116世帯）

R6.3.1 R6.12.25

物価高の影響によるエネルギー・食料品価格等
の高騰による経済的負担感の大きい低所得者世
帯に対し、給付を実施したことにより、経済的負担
の軽減につながった。

5
物価高騰対応重点支援給付金事業（調整給付）（国
R5予備分　重点交付金分）【物価高騰対策給付金】

4,710,000 4,710,000 0 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
   所得の方々の生活を維持する。
②調整給付に係る給付金
③定額減税可能額が課税額を上回った者（97件）

R6.3.1 R7.2.21

物価高の影響によるエネルギー・食料品価格等
の高騰による経済的負担感の大きい低所得者世
帯に対し、給付を実施したことにより、経済的負担
の軽減につながった。

2～5

物価高騰対応重点支援給付金事業（住民税均等割
のみ課税世帯・こども加算・新規非課税世帯・調整給
付）（国R5予備分　重点交付金分）【物価高騰対策給
付金】事務費

2,553,000 2,553,000 0 0

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低
   所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯向け給付に係る事務費
③・R5年度住民税均等割のみ課税世帯（205世帯）
　 ・こどものいるR5・6年度住民税非課税世帯およびR5・6
　　年度住民税均等割のみ課税世帯（こども59人）
　 ・新規非課税世帯（116世帯）
　 ・定額減税可能額が課税額を上回った者（97件）

R6.3.1 R7.1.31

低所得世帯への給付を実施するにあたり、必要と
なるシステム改修等を実施したことにより、対象者
の選定が効率的になったなど、給付事務の迅速
化が図られた。

10 生活応援商品券（国R5補正分　重点交付金分） 28,685,583 28,000,000 0 685,583

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰による影響を受
   けている生活者の消費を下支えするとともに、町内経済
   の活性化を図るため「生活応援商品券」を配布する。
②町民1人当たり5,000円（共通2,000円、地元店限定3,000
   円）の商品券の配布及び配布に係る郵送・印刷等事務
   経費
③全町民

R6.1.4 R6.7.26
商品券配布事業を実施したことにより、物価高騰
により影響を受けている個人消費の再生と町内経
済の活性化が図られた。

131,123,187 130,437,604 0 685,583

事業完了
年月日

事業効果

令和５年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業実施状況（繰越事業分）

事業の概要
①目的・効果
②交付金充当経費の内容
③事業の対象

Ｎｏ 事業名
総事業費

（Ａ）

合計

事業開始
年月日


